Ⅳ．オンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）

１．概要

「個人向け国債売渡申込（中途換金）」（業務処理区分コード741201）は、払出先参加者であるオンライン参加者取扱機関等がオンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）を行うための業務処理区分です。

日本銀行は、「個人向け国債売渡申込（中途換金）」によるオンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）の電文を受信した場合には、請求内容に従い受払（払出先参加者口座からの払出および国債整理基金の参加者口座への受入）の予約を行った後、入力店に対し「個人向け国債売渡申込（中途換金）受付通知」（7412-00100）を送信します（注）。

（注）受払日は、「個人向け国債売渡申込（中途換金）」の送信日の翌営業日に限ります。

なお、オンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）および請求内容に従った受払の予約後のオンラインによる取消は、「個人向け国債売渡申込（中途換金）」の送信日の午後３時までに限り、「個人向け国債売渡申込（中途換金）取消」（業務処理区分コード741202）により可能です。また、当該送信日の午後３時以後においてやむを得ず取消または訂正を行う必要がある場合には、速やかに日本銀行本支店に連絡してください。

２．売渡区分

「個人向け国債売渡申込（中途換金）」においては、次のとおり通常分または払込不履行分のいずれかを売渡区分として指定する必要があります。

（１）通常分

個人国取扱細則５．（１）に規定する個人向け国債の中途換金にかかる国債整理基金への国債売渡の申込みを行う場合に指定します。

（２）払込不履行分

個人国取扱細則５．（３）に規定する払込不履行分にかかる国債整理基金への国債売渡の申込みを行う場合に指定します。当該申込みは個人向け国債の発行日から発行日の２営業日後の日までの３営業日間に限り行うことができます。
３．種別の制限

「個人向け国債売渡申込（中途換金）」において使用する種別は、種別名なしの種別に限ります。

「個人向け国債売渡申込（中途換金）」の送信が行われた場合には、払出先参加者が、払出先種別および受入先種別として種別名なしの種別を指定したものとして扱います。

４．口座区分の制限

「個人向け国債売渡申込（中途換金）」において指定できる口座区分は、次に掲げるものに限ります。

（１）払出先口座区分

①  払出先参加者が参加者取扱機関である場合
自己口Ⅰ

②  払出先参加者が取りまとめ参加者または中途換金取りまとめ参加者である場合
預り口

（２）受入先口座区分
自己口Ⅰ

５．売渡人

中途換金取りまとめ参加者が「個人向け国債売渡申込（中途換金）」を送信する場合には、売渡人である単独間接参加者取扱機関の指定が必要です。
６．売渡代金入金店舗

売渡代金入金店舗は、払出先参加者の国債資金同時受渡関係事務における資金受入・払込先に限ります。

７．受払日における売渡の実行

日本銀行は、受払日の午前１１時の時点で、オンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）の対象となる銘柄の国債残高不足（「個人向け国債売渡申込（中途換金）」において入力した額面金額が、対象となる銘柄の払出先参加者口座の払出可能国債残高を超える状態をいいます。以下Ⅳ．において同じです。）が発生していない場合には、オンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）にかかる「国債資金同時受渡依頼」および「決済指示（資金）」を行うとともに、それにもとづく「決済指示（国債）」が行われ、売渡（「個人向け国債売渡申込（中途換金）」にもとづく受払および売渡代金入金店舗の当座勘定への売渡代金の入金をいいます。以下同じです。）を実行します。

この場合、日本銀行は、当該売渡の実行後、オンライン参加者取扱機関等の振決出力指定店舗に「国債資金同時受渡依頼受付案内」（7511-00200）および「国債資金同時受渡実行通知」（7512-00200）を、売渡代金入金店舗に「当座勘定入金通知（国債資金同時受渡）」（2111-01800）を送信します（出力帳票の具体的な様式については、利用細則（国債資金同時受渡関係事務）の該当箇所の記載を参照してください。)。

８．国債残高不足時のオンライン参加者取扱機関等の対応

受払日の午前１１時の時点で、オンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）の対象となる銘柄の国債残高不足が発生している場合には、７．の「決済指示（国債）」が取消され、売渡は実行されません。なお、一の銘柄について複数の「個人向け国債売渡申込（中途換金）」の送信を行った場合において、当該銘柄に国債残高不足が発生しているときは、国債残高不足が発生した「個人向け国債売渡申込（中途換金）」にかかる「決済指示（国債）」のみが取消されます（国債残高不足が発生しない「個人向け国債売渡申込（中途換金）」については、７．のとおり、売渡が実行されます。）。

この場合、日本銀行は、オンライン参加者取扱機関等の振決出力指定店舗に「国債資金同時受渡依頼受付案内」（7511-00200）および「国債資金同時受渡決済指示取消通知」（7512-00500）を送信します（出力帳票の具体的な様式については、利用細則（国債資金同時受渡関係事務）の該当箇所の記載を参照してください。）。
オンライン参加者取扱機関等は、速やかに国債残高不足を解消したうえ、「決済指示（国債）」（業務処理区分コード751201）を送信してください（入力画面の具体的な様式については、利用細則（国債資金同時受渡関係事務）の該当箇所の記載を参照してください。）。
「決済指示（国債）」の送信が行われた場合には、日本銀行は、売渡を行った後、入力店に「国債資金同時受渡決済指示受付通知」（7512-00100）を、オンライン参加者取扱機関等の振決出力指定店舗に「国債資金同時受渡実行通知」（7512-00200）を、売渡代金入金店舗に「当座勘定入金通知（国債資金同時受渡）」（2111-01800）を送信します（出力帳票の具体的な様式については、利用細則（国債資金同時受渡関係事務）の該当箇所の記載を参照してください。）。
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